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２０２１年度全都共同行動(アンケート)      自治体名  目黒区      
 

１. 高齢者の基礎数について （令和 3 年１月１日現在） 

全人口 全世帯数 ６５歳以上人口 高齢化率 

281,317 人 158,367 世帯 55,375 人 19.68 ％ 

65歳以上の内訳 65～74歳     25,553 人  75歳以上    29,822 人 

 

 高齢者世帯の現状について、直近の数をお願いします。なお、それが難しい場合は 国勢調査に 

基づく資料をお願いします。    ※1 は令和 3 年 1 月 1 日現在、※2 は令和 2 年国勢調査結果 

高齢者のいる世帯数 ※1 高齢者単身世帯数 ※1 高齢夫婦のみ世帯数 ※2 

41,146 世帯 19,732 世帯 8,681 世帯 

 

２. 介護度別前期・後期別認定者数 （令和 3 年１月１日現在） 

 要 支 援 要 介 護 合 計 

 １ ２ １ ２ ３ ４ ５ 

64歳以下認定者 13 17 54 57 35 13 36 225 

前期高齢者認定者数 173 170 256 199 119 102 105 1,124 

後期高齢者認定者数 1,635 1,380 2,470 1,850 1,310 1,315 1,042 11,002 

    合 計 1,821 1,567 2,780 2,106 1,464 1,430 1,183 12,351 
 

  
３. 施設別入所者人数（令和３年４月１日現在）  ４. 認定申請者数と認定さ

れた状況（令和２年度） 

  
特別養
護老人
ホーム 

老人保
険施設 

介護療
養型施
設 

介護医
療院Ⅰ 

介護医
療院Ⅱ 

合 計    申請者 
人数 

認定さ
れた人
数 

要支援１        新 規 3,178 3,008  

要支援２  

区では集計していません 

  更 新 6,609  6,662  

要介護１    区分変更 1,350  1,217  

要介護２    合 計 11,137 10,887  

要介護３       

要介護４       

要介護５           

合 計           

   
 
５．介護保険施設 入所待機者について 
 
 （ａ） 特別養護老人ホーム      833 名（令和３年４月１日現在） 
 
  （ｂ）  老人保健施設          ※区では把握していません 名（令和３年４月１日現在） 
 
６．介護施設入所待機者の介護度別待機者数 

 介護度１ 介護度２ 介護度３ 介護度４ 介護度５  合計 

特別養護老人ホーム 45 116 292 223 157 833 

  老人保健施設  ※区では把握していません 
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７．地域包括支援センターについて （令和３年４月１日現在） 
 
 ① 現在配置されている地域包括支援センターの数              ５ｹ所 
  
② 配置されている職員数                         ７０人  

  
③ 配置されている保健士の人数                      ９人  

  
④ 扱った相談件数（令和２年度）              ３４，６５２   件  

 
8 介護保険運営委員会について（令和３年４月１日現在） 
 (1) 介護保険事業について調査・審議する恒常的な機関を設置していますか 
 

① 設置している   ② 設置していない   ③ 設置を検討している 
 
 (2) 設置している場合 
 
   機関の構成員の人数        ２４ 人 
 

市民代表は参加しているか  (a) している  ５ 名   (b) していない 
 

年間の開催予定回数は         ２～５ 回  
 
 
9,介護保険料滞納者・要介護認定者への制度について 
 

(1) 介護保険料滞納者に「利用料 3 割のペナルティー」を実施していますか。 
実施している場合は人数を教えてください 
 

①  実施している(    人) ② 実施していない  
 
 

(2) 要介護認定者に「障害者控除対象認定書」を交付していますか。 
 
交付している場合の基準はどうなっていますか 
 
    ① 交付している      ② 交付していない 
 
    交付基準は、ホームページにて公開中。 

 
 
10. 令和２年度中の 新型コロナ感染についてお聞きします。（新設） 
 
(1） 貴自治体で高齢者(65 歳以上）の感染した人数は何人ですか         489 人 
 
(2) 貴自治体で高齢者(65 歳以上)の亡くなった人数は何人ですか         49 人 
 
(3) 高齢者で亡くなった ①～④の場所ごとの人数は何人ですか 
   

① 病院  把握していない  ②介護施設など高齢者施設   把握していない 
  

② 自宅  把握していない  ④その他（ホテル等療養施設等）把握していない 
 
 

11. 国民健康保険について ※世帯数は年度途中の加入喪失も含めた保険料賦課世帯 
 
 （1）国民健康保険税の収納状況について          ＊世帯数は令和３年６月現在 

 

 

 平成３０年度  平成３１年度  令和２年度  令和２年度末＊ 

加入 

世帯数 

滞納 

世帯数 

加入 

世帯数 

滞納 

世帯数 

加入 

世帯数 

滞納 

世帯数 

短期保険証 

発行世帯数 

合計 52,610 11,224 51,413 9,965 53,171 7,785 276 

 
         所得割資産割納付世帯、均等割平等割納付世帯の欄は未記入 
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 (2) 令和２年度に国保税を滞納した世帯に対し、財産・預金などを差し押さえをしましたか。 
 

①  している         ６９２世帯（令和３年３月現在） 
 
②  していない 
 

 (3) 国民健康保険税の収納率について （ 現年度 ） 

 年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 

 収納率 ％ 87.32 87.43 88.09 89.81 91.78 
 
 
 (4) 資格証明書は発行していますか 
 
  発行している     ２７６ 世帯（ 令和３年 ６月現在） 
 
  発行していない 
 
 
 （5） 高齢者の被保険者への制裁措置免除は 
 

①  ある （           歳以上）    ② ない 

 

     ※ご質問の主旨（制裁措置の意味）が分かりませんので、回答は致しかねます。 

 
12 認知症対策の部署はありますか 
 

① ある 部署名 福祉総合課認知症施策推進係 ② ない ③ 検討中 
 
 
 
13 高齢者一人暮らし対策は行っていますか 
 

①  行っている 事業名 ひとりぐらし等高齢者登録 ほか      
       
      ②  行っていない 
 
 

 14. 介護保険事業に取り入れられた以外の高齢者保険・福祉事業はどのような事業を
実施していますか。事業名と予算額を教えてください。  
 

事 業 名 予 算 額 事 業 の 説 明 

地域における高齢者等見守りの

推進 

 

1,432,000 

3つの見守り事業を実施（見守りネットワーク、

見守りサポーター、高齢者等見守り訪問事業） 

在宅療養支援病床確保事業 

 
2,385,200 

在宅療養者の病状が急変した時に入院先が見つ

からない場合の病床確保 

多職種連携ネットワーク支援事

業 
594,000 

在宅療養に関わる関係者が情報共有・連携する

ためのシステムの運用費補助 

高齢者在宅支援ヘルパー派遣事

業 

4,331,000 銭湯・理美容室介助のヘルパー派遣、病院内介

助のヘルパー利用額助成を行う 

短期入院病床確保事業 4,752,000 医学的管理が必要な在宅療養者が、短期間区内

の病院に入院し、看護及び療養上のサービスが

受けられる 
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緊急ショートステイ 4,602,000 介護する家族の病気、怪我等突発的な事情によ

り介護が受けられず、介護保険によるショート

ステイ等に空きがない場合、一時的に有料老人

ホームでのショートステイが利用できる 

理美容サービス 3,432,000 理容師、美容師が自宅で理美容を行うサービス

補助券を年４枚まで交付する 

寝具乾燥・消毒サービス 1,446,000 布団乾燥・消毒を年６回、布団の水洗い消毒を

年１回行う 

紙おむつ・おむつ代支給 115,886,000 １か月6,600円以内でカタログにある紙おむつ

などを支給する（おおむね１割の費用負担） 

病院に入院中の場合、現金支給（月額6,000円限

度）の選択も可能  

認知症はいかい高齢者等位置情

報確認サービス 

1,034,352 認知症による徘徊のある高齢者がGPS小型専用

端末を所持することで、介護者がパソコン等で

位置情報を確認できる 

ひとりぐらし等高齢者登録 710,000 ひとりぐらし等の高齢者を登録し、緊急時や災

害時の安否確認、避難支援などに対応する 

電話訪問（さわやかコール） 1,903,000 定期的に電話をし、安否確認等を行う 

高齢者配食サービス 

（週一食事を含む） 
34,100,000 弁当を配食し、安否確認を行う 

火災安全機器設置 1,481,000 火災警報器、自動消火装置、電磁調理器、火災

自動通報システムを給付又は貸与する 

非常通報システム 24,545,000 ペンダントを押すとコールセンターに通報が入

り、看護師等のスタッフが対応して、緊急の場

合には救急車の手配や親族等への連絡を行う 

福祉電話の設置 110,000 安否確認等が必要な高齢者に区所有の電話を貸

与する 

家具転倒防止器具の取付け 147,000 家具転倒防止器具の取り付け費用を１万円以内

で区が負担する 

高齢者自立支援住宅改修給付 18,990,000 住宅改修予防給付（手すりの設置、床段差の解

消等） 

住宅設備改修給付（トイレの洋式化、低浴槽へ

の交換等） 

高齢者福祉住宅の提供 224,563,000 立ち退き等で住宅に困窮している自立した高齢

者に住宅を提供する 

栄養改善配食サービス 308,000 栄養改善が必要な高齢者に弁当を配食するとと

もに、栄養士が栄養状態の評価を行う 

高齢者見守り安心ステッカー 0 認知症等の高齢者等が所在不明となった時に、

早期保護につながるよう衣服や靴に付けるステ

ッカーを配布する（過年度に作成した残部使用

のため予算計上なし） 
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15. 無年金者の実態把握について 
 
 （1）実態把握をおこなっていますか   ①行っている   ②行っていない 
 
 （2）無年金者への特別給付金（公的年金によらない福祉措置）について 
 

(ア)  実施している      ② 実施していない 
 

  実施している場合 (a) 給付の名称  特別永住者等福祉給付金  

              (b)給付の内容  老齢基礎年金を受給できない一定所得未満の在日外国 

人（大正 15 年 4 月 1 日以前生まれ）に月額 15,000 円を支給 

           (c)給付の対象者 3 人（令和 3 年 3 月 31 日現在） 

(d)実施開始年月日 平成 22 年 10 月 1 日   

 
 
 
16.ＮＰＯ（非営利事業活動）への支援策について （令和３年度予算） 
 
 
   （1）実施している   事業の名称              
 
      （2）実施していない 
 
 
17. 住宅について （令和２年度末日現在の事業について  
 

１．高齢者用公営住宅の確保                                  240  室 

２．民間アパートの借り上げ                                   0  戸 

３．ケアハウス                                    0  戸 

４．シルバーピア              221  戸（上記1の240室の内数） 

５．住み替え家賃補助制度 該当なし（平成28年度末で事業終了） 

６．住宅改造援助 
住宅改修給付 664件、給付額 52,897,809円 

高齢者自立支援住宅改修給付  38件 

住宅リフォーム資金助成 179件 
 
 
18. 就労の充実について（令和２年度の状況） 
 
 (1) 高齢者雇用就労の相談窓口の有無    ① あり   ② なし 
 
           ある場合は担当部署名   ワークサポートめぐろ    
 
 (2) シルバー人材センター登録者数          1,221 名  
 
   うち就業者数        1,055 名   就 業 率      86.4 ％  

                                              

 （3）シルバー事業、年間事業総額   520,381,989      円 

 うち自治体発注額   262,835,565      円 
 

 (4) 貴自治体で行っている、高齢者の就労対策事業がありましたらご記入ください。 

ハローワーク渋谷との共催によるシニア向け就職面接会を開催していたが、新型コロナウイルス 

感染症の拡大により面接会を中止している。 
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19. 高齢者の所得状況について 
 
  介護保険第１号保険者の介護保険料 段階別人数（令和３年 4 月 1 日現在） 

   

段階 特別徴収 普通徴収 合計 所得区分など 

第 1段階 899 840 1,739 生活保護受給者、老齢福祉年金受給者で世

帯全員の住民税が非課税 

第 2段階 5,968 1,471 7,439 世帯全員の住民税が非課税で、本人の課税

年金収入額＋その他の合計所得金額が80

万円以下 

第 3段階 3,083 114 3,197 世帯全員の住民税が非課税で、本人の課税

年金収入額＋その他の合計所得金額が80

万円を超え120万円以下 

第 4段階 3,108 105 3,213 世帯全員の住民税が非課税で、本人の課税

年金収入額＋その他の合計所得金額が120

万円を超える 

第 5段階 5,302 952 6,254 本人の住民税が非課税、世帯員が課税で、

本人の課税年金収入額＋その他の合計所

得金額が80万円以下 

第 6段階 4,882 67 4,949 本人の住民税が非課税、世帯員が課税で、

本人の課税年金収入額＋その他の合計所

得金額が80万円を超える 

第 7段階 6,014 716 6,730 本人の住民税が課税で、合計所得金額が 

125万円未満 

第 8段階 6,038 566 6,604 〃  125万円以上200万円未満 

第 9段階 4,504 545 5,049 〃  200万円以上300万円未満 

第10段階 2,647 293 2,940 〃  300万円以上400万円未満 

第11段階 2,577 363 2,940 〃  400万円以上600万円未満 

第12段階 1,160 199 1,359 〃  600万円以上800万円未満 

第13段階 649 119 768 〃  800万円以上1,000万円未満 

第14段階 355 117 472 〃  1,000万円以上1,200万円未満 

第15段階 416 123 539 〃  1,200万円以上1,500万円未満 

第16段階 395 123 518 〃  1,500万円以上2,000万円未満 

第17段階 1,049 333 1,382 〃  2,000万円以上 

合 計 49,046 7,046 56,092  
 
 貴自治体独自の介護保険利用料の減免措置はありますか。 
 
    (a)  ある      (b) ない 
 
 
20 要介護老人の状況について 
 

 (1) 認定者及び介護保険料内訳人数（令和３年 4 月 1 日現在） 

 

  要支援１  要支援２  要介護１  要介護２  要介護３  要介護４  要介護５  合 計 

   合計 1,849 1,516 2,760 2,118 1,506 1,458 1,167 12,374 
    

 (2) 介護保険在宅利用者 保険料段階別人数（令和３年 4 月 1 日現在） 

(3)介護保険施設利用者人数（令和３年 4 月 1 日現在） 
 
      (２)～(3) いずれも記載なし 
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21. 介護保険料収納状況 令和２年度の普通徴収の収納状況（％） 
 

段階 第1 第2 第3 第4 第5 第6 

収納状況％ 97.37 79.81 91.98 84.15 83.34 91.45 

段階 第7 第8 第9 第10 第11 第12 

収納状況％ 83.83 81.06 86.39 89.18 92.48 95.31 

段階 第13 第14 第15 第16 第17 合計 

収納状況％ 91.76 94.17 97.32 95.43 95.51 89.32 
 

 

22 後期高齢者 所得別男女人数 （令和３年4月1日現在） 

 

  ※統計資料がないため回答致しかねます。 

 

 

23 自殺者年代別男女別人数 （令和２年度）（新設） 

（厚生労働省ホームページ 地域における自殺の基礎資料から引用） 

 10未満 10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80以上 合計 

男性 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 24 

女性 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 13 

合計 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 37 

 
 
24 孤独死者（自宅内で死亡した事実が死後判明に至った１人暮らしの人）について 

年代別男女別人数と要因 （令和２年度）（新設） 

  20代 30代 40代 50代 60代 70代 80以上 合計 

 男性合計 ０ １ ０ ０ ３ １２ ７ ２３ 

男  病死 ０ ０ ０ ０ ０ ２ ２ ４ 

  自殺 ０ ０ ０ ０ １ １ ０ ２ 

性  事故死 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

  不明 ０ １ ０ ０ ２ ９ ５ １７ 

 女性合計 ０ ０ １ ０ １ ４ ９ １５ 

女  病死 ０ ０ ０ ０ １ ２ ４ ７ 

  自殺 ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ １ 

性  事故死 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

  不明 ０ ０ ０ ０ ０ ２ ５ ７ 

 総計 ０ １ １ ０ ４ １６ １６ ３８ 

 


